
   

令和元年 6月 5日 

事  務  連  絡 

都道府県・市区町村 

政令指定都市    水循環担当部局 御中 

国の地方支分部局 

 

令和元年度 水循環に関する計画等の情報提供への協力のお願い 

 

内閣官房水循環政策本部事務局 

 

政府は平成 27 年 7 月、水循環基本法（平成 26 年法律第 16 号）に基づき、水

循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進することを目的に、水循環基本計画

（以下「本基本計画」）を策定しました。本基本計画では、流域の総合的かつ一

体的な管理の基本方針等を流域ごとに「流域水循環計画」として策定し、流域マ

ネジメントを推進することとしています。 

また、「流域マネジメント」の推進に係る財政的支援として、平成 30 年度よ

り、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金の配分に当たって、流域水循

環計画に基づき実施される事業を含む整備計画である場合には、一定程度配慮さ

れることとなったところです。 

内閣官房水循環政策本部事務局（以下「水循環事務局」という。）では、地域

における流域マネジメントの活動状況を把握するとともに、更なる普及と活動の

活性化を図ることを目的として、平成 28 年度より毎年度、流域水循環協議会の

中心的役割を担う公的機関から、本基本計画に基づく「流域水循環計画」に該当

すると考えられる計画等の情報を提供いただいております。情報提供いただいた

計画等のうち、水循環事務局において「流域水循環計画」として位置づけられる

ことが確認できた計画等を公表しております。平成 30 年度末までに 35 の計画等

を公表しております。 

   今年度も、流域水循環協議会の中心的役割を担う公的機関から、本基本計画

に基づく「流域水循環計画」に該当すると考えられる計画等の情報を積極的に

ご提供いただきたく、下記の通りご協力をお願い致します。 

  



   

記 

 

１．情報提供の方法について 

別添「水循環に関する計画等の情報提供及びその公表に関する要領」に基づき

情報提供いただきますようお願い致します。 

 

２．都道府県担当部局を通じた市区町村（政令指定市を除く。以下同じ）に対する

送付のお願い 

今回の情報提供への協力のお願いは、市区町村（※１）も対象としております

が、水循環事務局から市区町村には直接送付しておりません。 

都道府県の担当部局におかれましては、大変お手数ですが、各都道府県内の市

区町村の水循環担当部局に対し、事務連絡の電子データ等を送付いただきますよ

うご協力お願い申し上げます。 

なお、市区町村からの問合せ及び情報提供は、水循環事務局に直接していただ

くことを基本（※２）としております。 

（※１）区は特別区のみ。 

（※２）都道府県のご判断で、都道府県経由での提出でも差し支えありません。 

 

３．情報提供の期限について 

令和元年 ９月 30 日（月） 

 

４．情報提供・問合せ先 

担当者：内閣官房水循環政策本部事務局 志茂、鈴木、松本 

住 所：〒100－8918 

東京都千代田区霞が関 2-1-3 中央合同庁舎 3号館 

電 話：03-5253-8389（直通） ＦＡＸ：03-5253-1582 

E-mail：mizujyunkan_LAW アットマーク mlit.go.jp 

※ メール送信の際には「アットマーク」を「@」にしてください。  



   

 

 

令和元年度 水循環に関する計画等の情報提供 

及びその公表に関する要領 

 

令和元年６月５日 

内閣官房水循環政策本部事務局 

 

１．水循環に関する計画等の情報提供について 

（１）情報提供の主体 

計画策定の中心的役割を担う地方公共団体（都道府県、市町村、特別区）又は

国の地方支分部局 

 

（２）情報提供の対象となる計画等 

地域における「水循環に関する計画等」は、水系全体を対象とするものから支

川などの小流域を対象とするもの、地域の水循環に関する基本的な理念を示した

ものから水循環における様々な課題（水量・水質の確保、水源の保全と涵養、地

下水の保全と利用、生態系の保全、災害対策、災害時や渇水時等の危機管理な

ど）を扱うものまで、様々な種類があります。また、水循環基本計画の策定前よ

り地域において取組を進め策定された計画もあれば、水循環基本計画の策定後に

新たに策定した計画もあると考えております。 

今回は、全国において策定された様々な「水循環に関する計画等」のうち、事

前チェックシート（様式２参照）に照らして、「流域水循環計画」に該当すると

考えられる計画等を幅広く情報提供していただきたいと考えております。（参考

資料１ 参照） 

なお、個別の施策・事業に関する法定計画（地域森林計画、河川整備計画、流

域別下水道総合計画等）は、流域水循環計画に該当しないため、情報提供の対象

外とします。 

 

（３）情報提供に必要となる資料 

情報提供に際しては、計画毎に、（様式１）および（様式２）を記入し、③～

⑤を参考資料として添付の上、「２．情報提供・問合せ先」に郵送又はメールで

提出をお願い致します。なお、③～⑤については、該当する資料が掲載されてい

るウェブサイトのＵＲＬを記載頂いても構いません。 

① 「水循環に関する計画等」の情報提供について 

        （様式１－①又は様式１－②） 

② 事前チェックシート         （様式２） 

別 添 



   

③ 「水循環に関する計画等」の本文 

④ 対象とする流域を図示したもの 

⑤ 流域において関係する公的機関、事業者、団体、住民等がそれぞれ連携し

て活動していることが分かる資料（例：計画等を策定した組織の設置要綱ま

たはそれに準ずるもの） 

 

（４）情報提供された計画等の取り扱い 

・ 情報提供された「水循環に関する計画等」は、以下の手順で取り扱います。

（参考資料２ 参照） 

① 水循環事務局において、流域水循環計画に該当するかの確認を行う。 

② 上記①で確認が取れた「水循環に関する計画等」について、水循環事務局

として「流域水循環計画」と位置付ける。 

③ 上記②で「流域水循環計画」として位置付けた計画の公表方法について、

情報提供いただいた公的機関に確認を行う。 

④ 上記③で公表することの同意が得られた「流域水循環計画」を水循環事務

局のウェブサイトで公表する。 

 

・ 「流域水循環計画」として位置付けた後も、必要に応じて計画の進捗状況等

について確認し、情報提供頂いた内容と齟齬が確認された場合には、「流域水

循環計画」としての位置付けの適否について検討させて頂くことがあります。 

 

（５）その他 

・ 情報提供に際して質問・相談などありましたら、水循環事務局（２．情報提

供・問合せ先に同じ）に事前に問合せください。 

 

・ 情報提供頂いた計画等を「流域水循環計画」として位置付けるために必要な

期間については、情報提供頂いた際に個別にお知らせ致します。 

 

 

２．情報提供・問合せ先 

担当者：内閣官房水循環政策本部事務局 志茂、鈴木、松本 

住 所：〒100－8918 

東京都千代田区霞が関 2-1-3 中央合同庁舎 3号館 

電 話：03-5253-8389（直通） ＦＡＸ：03-5253-1582 

E-mail： mizujyunkan_LAW アットマーク mlit.go.jp 

※ メール送信の際には「アットマーク」を「@」にしてください。 

 



   

【流域水循環計画に該当するかの確認の際の考え方】 

 

 水循環基本計画に基づく流域水循環計画に該当するかの確認においては、情報提供

された計画が 

①「水循環に関する計画」に該当する計画であるか 

② 提示しているチェックシートに照らして、９つ全てのチェック項目に該当し

ているかどうか、記述内容に齟齬が無いか、内容が妥当か 

を確認しております。 

 水循環政策本部事務局において、確認作業を行った際の考え方は以下のとおりです。 

 

 a. 水循環に関する取組を一体として進めていく複数の計画について、明確な上

位・下位計画や長期・短期計画などであれば、一体の計画として確認の対象とし

ました。 

 

 b. 計画で取り扱っている分野が特定分野の課題のみであっても、計画策定の背景

や目的において、特定分野の課題解決が地域の実情に沿っていることが整理され

ている計画であれば、確認の対象としました。 

 

 c. 上記①の「水循環に関する計画」とは、基本的には、計画策定の背景や目標に

おいて、具体的に「水循環」の計画である整理がなされている計画と考えていま

す。 

   ただし、水循環基本計画の策定が平成 27 年７月であるため、今回は、計画策

定の背景や目標に具体的に「水循環」の記述がない計画であっても、計画の対象

としている内容が「水循環」（※）に直接関係することであれば、確認の対象とし

ました。 

   なお、計画策定の背景や目標に具体的に「水循環」の記述がない計画について

は、計画改定などにおいて、背景や目標に具体的に「水循環」の記述がなされる

ことが望ましいと考える。 

 

 d. 計画の一部が「水循環」（※）に直接関係する計画の場合は、流域の水循環に関

する総合的な記載や、健全な水循環の維持又は回復に向けた取組についての記載

がある場合、確認の対象とする。 

なお、水循環政策本部事務局としては、「一部が該当する計画」は計画改定時な

どにおいて、別途「水循環」に関する計画が策定されることが望ましいと考える。 

    

 

 （※）「水循環」とは 

 水が、蒸発、降下、流下又は浸透により、海域等の至る過程で、地表水又は

地下水として河川の流域を中心に循環すること  

参考資料 １ 



   

 

 

 

必要な流れ 必要に応じて行う流れ

備考

①

②

③

④

再検討

公表

流域水循環計画

として位置付け

公表方法に

関する確認

流域水循環計画としての確認及び公表の流れ

水循環政策本部

事務局
自治体等

助言 事前相談

情報提供

流域水循環計画に
該当するか確認

報告内容に不備がある場合

など、自治体にコメント発信

ウェブサイトで公表

Yes

No

ウェブサイト

での公表に同意

参考資料 ２ 


